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Ⅰ．はじめに

　「日韓特殊教育セミナー」は独立行政法人国立特殊教育

総合研究所（ＮＩＳＥ）と韓国国立特殊教育院（ＫＩＳＥ）

の間で平成７年（1995年）に締結された協力協定に基づ

く取り組みの一環として開催される特殊教育国際セミナー

で、日本と韓国の特殊教育における成果と課題について両

国で共有し確認するとともに今後の方向性を探る目的で、

両国で交互に会場を担当することとして定期的に開催され

るものである。

　第１回は平成13年２月（2001年）に国立特殊教育総合

研究所において「日韓の特殊教育の現状と今後の方向」、

第２回は平成14年２月（2002年）に韓国国立特殊教育院

において「韓日の特殊教育デリバリーシステムの現状と今

後の方向性」、第３回は平成15年２月（2003年）に当研

究所において「日韓の重度・重複障害教育の現状と今後の

動向」、第４回は平成16年２月（2004年）に韓国国立特

殊教育院において「韓日の統合教育（交流教育）政策の実

際の比較」をテーマに開催され、第５回は平成17年１月

に当研究所で開催された。

Ⅱ．第５回日韓セミナーの概要

１．セミナーの主旨
　本セミナーは、独立行政怯人国立特殊教育総合研究所と

韓国国立特殊教育院との協力協定に基づき、定期的に開催

するものである。本セミナーの成果は両国で共有し、両国

の特殊教育の発展に寄与するものである。

２．セミナーのテーマ
　日韓の特殊教育情報化の現状と今後の方向

　サブテーマ１：日韓の特殊教育情報化政策の方向性

　サブテーマ２： 特殊教育情報化におけるＮＩＳＥ／ＫＩ

ＳＥの役割と機能

　サブテーマ３： 特殊教育現場における情報手段活用

（Assistive Technology）

３．日程
　平成17年１月25日(火) ～28日(金)

25日（火）来日

26日（水）学校訪問

　　・東京都立光明養護学校

　　・横浜市立盲学校

27日（木）日韓セミナー当日

28日（金）離日

４．参加者
①日本側からの参加者

　国立特殊教育総合研究所の研究職員

　国立特殊教育総合研究所の長期研修員

　国立久里浜養護学校教員

　一般参加者（大学・特殊教育教員）

・関東地区の教育大学の教官・大学院生・留学生等

・関東地区の現場教員

②韓国側からの参加者

　金　容郁　韓国国立特殊教育院院長

　金　鍾武　 韓国国立特殊教育院情報技術部門長／教育研

究士

　金　基榮　慶南惠林學校教諭

５．日韓特殊教育セミナープログラム
　10:00　開会の挨拶　理事長　細村迪夫

　10:10　韓国側挨拶　韓国国立特殊教育院院長　金容郁

　　＊＊＊　日韓それぞれの発表と質疑応答　＊＊＊

　10:20　テ－マ１：日韓の特殊教育情報化政策の方向性

日本側発表者：中村　均　教育研修情報部総合研究官

韓国側発表者：金　容郁　韓国国立特殊教育院院長

　13:00　テ－マ２： 特殊教育情報化におけるＮＩＳＥ／

ＫＩＳＥの役割と機能

日本側発表者： 渡邉　章　教育研修情報部総括主任研

究官

韓国側発表者： 金　鍾武　韓国国立特殊教育院情報技

術部門長／教育研究士

第二部　第５回日韓特殊教育セミナ－報告

第５回日韓特殊教育セミナー報告

NISE and KISE Fifth Seminar on Special Education 2005

中　村　　　均　　渡　邉　　　章　　大　杉　成　喜
（教育研修情報部）
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　14:50　テ－マ３：特殊教育現場における情報手段活用

日本側発表者：大杉成喜　教育研修情報部主任研究官

韓国側発表者：金　基榮　慶南惠林學校教諭

　16:20　総括協議

　16:40　 韓国側からの挨拶　 韓国国立特殊教育院院長　

金　容郁

　16:50　 閉会挨拶　 第５回日韓特殊教育セミナー実行委

員長　中村　均

　以上司会・進行　笹本　健　企画部総合研究官

Ⅲ．セミナー発表の概要

　前述したように、今回の日韓特殊教育セミナーのテーマ

は「日韓の特殊教育情報化の現状と今後の方向」であった。

このテーマに関して、国の施策の方向性はどのようなもの

であり、それを受けて国の研究機関である国立特殊教育総

合研究所及び韓国国立特殊教育院がどのような役割を果た

しているのか、また、学校現場ではどのような実践が行わ

れているのか、という流れに沿って発表と討議が進められ

た。即ち、以下の三つのサブテーマを設定し、それぞれに

ついて日韓双方の発表が行われた。サブテーマ１は「日韓

の特殊教育情報化政策の方向性」で、主に教育制度等政策

的な内容についての発表と討議が行われ、サブテーマ２

「特殊教育情報化におけるＮＩＳＥ／ＫＩＳＥの役割と機

能」においては、主にＮＩＳＥ及びＫＩＳＥのそれぞれの

役割についての発表と討議、サブテーマ３「特殊教育現場

における情報手段活用」では、主に日韓双方の学校教育で

の情報手段ないしアシスティブ・テクノロジーの活用につ

いて発表と討議が行われた。以下に、サブテーマごとに報

告内容の要旨を紹介する。なお、それぞれ（１）は日本側

の報告、（２）は韓国側の報告である。

１．サブテーマ１：日韓の特殊教育情報化政策の方向性
（１）日本における特殊教育の情報化政策の動向

　平成12年（2000年）７月に内閣に「情報通信技術（ＩＴ）

戦略本部」が設置されるとともに「ＩＴ戦略会議」が設

置され、同年11月に開催されたＩＴ戦略会議・ＩＴ戦略

本部合同会議において「ＩＴ基本戦略」が取りまとまられ

た。他方、同年「高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法」（ＩＴ基本法）が制定され、平成13年（2001年）１

月６日に施行された。同法25条に基づき、内閣に「高度

情報通信ネットワーク社会推進戦略本部」（ＩＴ戦略本部）

が設置され、５年以内に（2005年までに）世界最先端の

ＩＴ国家の実現を目指した「e-Japan戦略」が策定された。

この「e-Japan戦略」を具体化したものとして「e-Japan重

点計画」が決定された。このe-Japan重点計画は、その後

ＩＴ社会を支える基礎的な部分の整備が進んだことを背景

に毎年改訂され、平成16年（2004年）６月には「e-Japan

重点計画-2004」となった。学校教育の情報化はe-Japan

重点計画の中に位置づけられ、次の六つの項立てがなされ

ている。

①学校のＩＴ環境の整備

②ＩＴ指導力の向上

③教育用コンテンツの充実・普及

④教育情報提供体制の整備等

⑤障害のある子どもたちへの対応

⑥ＩＴ教育の充実

　また、小・中学校は平成14年度（2002年度）から、高

等学校は平成15年度（2003年度）入学者から、新しい学

習指導要領に基づく教育課程が実施されてきている。この

中でも情報化への対応がなされている。

（ア）小学校

・ 総合的な学習の時間や各教科でコンピュータや情報通

信ネットワークを活用する。

（イ）中学校

・ 総合的な学習の時間や各教科でコンピュータや情報通

信ネットワークを活用する。

・ 技術・家庭科で、「情報とコンピュータ」を必修とす

る。発展的な内容は生徒の興味・関心に応じて選択的

に履修するものとする。

（ウ）高等学校

・ 総合的な学習の時間や各教科でコンピュータや情報通

信ネットワークを活用する。

・ 普通教科「情報」を新設し必修とする（各２単位の「情

報Ａ」「情報Ｂ」「情報Ｃ」から１科目を選択必修）。

・専門教科「情報」を新設し、11科目で構成する。

（エ）盲・聾・養護学校

・ 小・中・高等学校に準じるとともに、障害の状態等に

応じてコンピュータ等の情報機器を活用する。

　日本の初等中等教育においては、障害の有無にかかわら

ず共通の教育課程を実施するのが原則であり、盲・聾・養

護学校の学習指導要領の内容は基本的に小・中・高等学校

のそれと同じで、障害の状態等に応じた対応の部分が異

なるだけである。情報化に対応した環境整備に関しても、

盲・聾・養護学校は小・中・高等学校と同等の基準で行わ

れ、デジタル・デバイドの是正に向けた配慮が加えられて

いる。

　障害のある児童生徒の教育の実践のレベルでは、以上

述べた施策を待つまでもなく、先進的な教員や研究者に

よって情報手段の活用が試みられてきた歴史がある。コ

ンピュータの導入に関しても熱心であった。平成16年

（2004年）３月31日現在、教育用コンピュータ１台あた
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りの児童生徒数に関して、盲・聾・養護学校は平成17年

度までの目標を達成しているし、高速インターネットへの

接続率も小・中学校を上回っている。また、保有するソフ

トウェアのタイトル数を見ても、盲・聾・養護学校は小・

中・高等学校を上回る状況にある。

　しかし、コンピュータを使って教科指導ができる教員の

割合が必ずしも高くないという課題が残っている。教員の

情報教育に関する資質向上の必要性が依然あるものと思わ

れる。

（２）韓国における障害者の情報格差解消のための情報教

育の現況と改善方案

　韓国は、「情報化促進基本法」（1995年８月）の制定を

皮切りに本格的な情報化政策を推進し始め、「情報化促進

基本計画」（1996年６月）の樹立を通じ汎国家的な情報化

推進体系を整備するに至った。1999年には「Cyber Korea 

21」を立ち上げ、知識情報大国として飛躍していくため

の青写真を提示した。しかし、情報社会が成熟すればする

ほど経済的・肉体的・地理的、またはその他の理由で情報

にアクセスしたり活用できない、いわば情報阻害階層が生

まれてきており、情報化の目指すものとはかけ離れた状況

ができてきている。

　情報格差是正のための政策は当初から講じられてきた

が、実質的には2000年１月に実施が始まったといえる。

その中で、特に障害者のための施策は次の七つに分類でき

る。

①障害者のための情報教育の機会の提供、遠隔教育及び

訪問教育の拡大

②障害者の就業支援、ＩＴ分野における職種開発

③障害者が情報に容易にアクセスできる施設の増加

④障害合わせた情報支援機器やプログラムの開発・普及

のための地方自治体レベルでの情報センターの設置

⑤情報通信機器の普及促進と障害者用のポータルサイト

の拡充

⑥障害者が放送にアクセスするための支援の拡大

⑦情報化推進のための法制度の改善

　これらの努力により障害者の情報化水準と国民全体との

格差はかなり減少した。しかし、障害以外の理由による情

報阻害をも併せた二重の情報格差の問題はかなり深刻な状

況にある。例えば、低所得障害者、高年齢障害者、低学歴

障害者のコンピュータ利用率やインターネット利用率は、

国民全体のその数値に比較して著しく低い。

　また、 国家レベルでの障害者情報教育は2000年に

「1,000万人の情報教育」の一環として実施され、国民全

体としてはその目標を達成しているが、障害者はその目標

に達していない。障害者の情報教育は、情報アクセスの格

差解消と情報活用の格差解消を同時に目指す必要がある。

そうでなければ、情報アクセスの格差が情報活用の格差を

もたらすという悪循環を断ち切ることができないだろう。

　さらに、障害者の情報化に本質的な構造変化をもたらす

ためには、情報化の受容者である障害者の立場からすべて

の情報化政策が実施される必要がある。コンピュータの普

及やインターネット網の拡充という基本的なインフラ構築

のみならず、支援機器・装置の開発・普及を通じての物理

的な再構造化が推進されるべきである。現在、政府は支援

機器・装置の普及に努めている。

　障害者の情報教育を彼らの自立のための教育とすること

によって、情報に対する動機づけを持たせ、満足を得られ

るようにする必要もある。

２ ．サブテーマ２：特殊教育情報化におけるＮＩＳＥ／Ｋ
ＩＳＥの役割と機能

（１）特殊教育情報化におけるＮＩＳＥの役割と機能

　ＮＩＳＥは、主に、①Webサイトによる情報提供、②

研修やセミナーの実施、③関連する研究課題の実施、と

いった取り組みを通して日本の特殊教育分野における情報

化の進展に寄与している。

　①Webサイトによる情報提供

　研究所Webサイトは平成８年（1996年）４月に運用

が開始された。その後何度か改訂が行われ、平成16年

（2004年）３月には携帯電話用のサイトも開設された。

　Webサイトから提供される情報の主なものは次の通り

である。

（ア）データベース

　特殊教育関係文献目録、特殊教育実践研究課題、ＮＩ

ＳＥ所蔵目録、特殊教育法令等データベース、特殊教育

学習指導要領等データベース、特殊教育センター等研修

情報データベース、盲・聾・養護学校等研究報告データ

ベース、世界の特殊教育データベース、ＮＩＳＥ刊行

物、研修成果報告書タイトルリスト、特殊教育資料、厚

生省心身障害研究報告書・厚生科学研究子ども家庭総合

研究報告書一覧

（イ）教育コンテンツ

　Web教材などの教育用コンテンツや教材・教具等の

情報

（ウ）「障害のある子どもの教育の広場」

　盲・聾・養護学校の教員や一般の人々を対象に、障害

のある子どもの教育に関する情報を広く普及する目的で

新設されたコーナーで、特殊教育関係の様々な情報提供

を行っている。

（エ）講義配信

　平成15年（2003年）より、研究所で実施している短

期研修等の講義を収録し、インターネットを通じて配信
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を行っている。

　なお、ＮＩＳＥのWebサイトは、アクセシビリティ

に関しＪＩＳ規格に準拠し、さらに一層の向上を目指し

ている。

　②研修やセミナー

　ＮＩＳＥで開催される、盲・聾・養護学校等の教職員を

対象とした長期研修・短期研修では、障害のある子どもの

情報教育やアシスティブ・テクノロジーに関する内容の講

義等が行われている他、「情報手段活用による教育的支援

指導者講習会」が実施されている。

　また、研究所セミナーや特殊教育セミナーの内容の一部

はストリーミング配信し、セミナーの内容を多くの人に

知ってもらうことに努めている。

　③関連する研究課題

　プロジェクト研究及び課題別研究のテーマの一部とし

て、特殊教育の情報化に関する研究課題を設けている。ま

た、テレビ会議システムを活用した研究活動、ｅラーニン

グを取り入れた教員研修の検討も行ってきている。

（２）特殊教育情報化のための特殊教育院の役割と機能

　韓国の特殊教育情報化事業は、障害のある子ども、特殊

教育教員、保護者等を対象に、アシスティブ・テクノロ

ジー機器と多様なソフトウェアや教授＝学習用コンテンツ

の開発と普及、情報化事業関連指針及び標準案の開発、イ

ンターフェイス等の開発等を通じて、情報アクセスの問題

点を解決し、障害のある子どもの教育活動を支援し、情報

格差を解消するための事業である。

　①ＫＩＳＥ情報化事業の目標

　いつ、どこででも、誰もが、受けたい教育を受けること

ができるｅラーニング特殊教育と生涯教育支援体制を構築

し、遠隔教育システムやインターフェイスを通じて特殊教

育の情報・資料を提供する。

②ＫＩＳＥの情報関連事業

　ＫＩＳＥは次のような情報関連事業を実施している。

（ア）遠隔教育による教員研修

（イ）特殊教育情報インフラ整備

（ウ）特殊教育用マルチメディア学習教材の開発

（エ）特殊教育ｅラーニング支援体制構築

　　　   ｅラーニングシステムの構築と障害者が利用で

きる教授＝学習用コンテンツの開発

（オ）図書・学術情報の整備

　③ＫＩＳＥの事業の推進体系

　韓国の特殊教育情報化事業はＫＩＳＥが中心となって推

進している。地方の教育庁や特殊学校に対する予算支援だ

けでなく、事業を共同で推進して実質的に業務を共有する

という形で進められている。

３ ．サブテーマ３：特殊教育現場における情報手段活用
（Assistive Technology）

（１） 特殊教育現場におけるＩＣＴ活用－ＩＣＴ活用と

Assistive Technology－

①特殊教育におけるＩＣＴ活用の意義

（ア）活動や参加を支援するアシスティブ・テクノロ

ジーとして

（イ）楽しく効果的な学習を進めるための教具として

（ウ）社会生活を豊かにする参加メディアとして

②特別な教育ニーズに応じたＩＣＴ活用

（ア）視覚障害

　デジタルデータは文字・音声・点字の相互変換が容易

であるため、視覚障害者にとって情報機器が日常的な情

報収集・情報処理やコミュニケーション手段として欠か

せないものとなっている。

（イ）聴覚障害

　映像教材への字幕または手話の挿入、発声発語訓練装

置でのコンピュータ利用、補聴器の選択・利用のための

諸調整に情報機器が活用されてきており、近年は携帯電

話の利用も盛んになってきている。

（ウ）知的障害

　知的障害のある児童生徒は、その障害の程度や生活経

験等によって教育ニーズが大きく異なり、情報手段も多

様な活用が試みられている。

（エ）肢体不自由

　肢体不自由のある児童生徒は、適切なコミュニケー

ション機器やソフトウェア、入力装置を工夫すること

で、自分の意思を自由に表出することが可能になった。

障害が重く自立活動を中心とした学習を行う児童生徒に

は、スイッチ・トイやコミュニケーションエイドなどが

活用されている。

（オ）病弱

　病気で入院する児童生徒は、家族と離れた生活が長期

間続くことがあり、食事や運動、外出、学習時間などの

面で様々な制限を受ける。これを補うものとして情報手

段の活用が重要である。自習用のソフトウェア、テレビ

会議システムなどがよく用いられる。

（カ）軽度障害

　特殊学級や通級指導教室においては様々な教育ニーズ

のある子が学んでおり、そのため個々の教育ニーズに応

じた教材ソフトウェアが活用されている。

　以上述べたように障害に応じたＩＣＴ活用が行われて

いるが、これらはいわば先進校の事例であり、すべての

学校で実施されているわけではない。これらの活用の浸

透のためには、アシスティブ・テクノロジーに特化した

教員研修の実施が期待される。
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（２）特殊教育現場におけるＩＣＴの活用

①特殊教育現場でのＩＣＴ活用教育の長所

(ア)柔軟で多様な学習活動を提供する。

(イ)主体的な学習ができる。

(ウ)動機づけを高め、学習が活発かつ積極的に行われる。

(エ)家庭との連携を通じて教育の場を広げられる。

②特殊教育現場のＩＣＴ教育システムの事例

　(ア)発達障害学生のためのＩＣＴ活用教育システム

　・ KISE NET：京畿道教育庁が開始した特殊教育ポー

タルサイト。

　・ EDUNET：ＫＥＲＩＳが開設したサイトで、教育用

マルチメディア教材を提供。

　（イ）視覚障害学生のためのＩＣＴ活用教育システム

　・ E-yab：ＫＩＳＥのサイトで、点訳ファイルを提供。

小・中・高等学校のすべての科目について開発され

ている。

（ウ）聴覚障害学生のためのＩＣＴ活用教育システム

　・ ＫＩＳＥによる聴覚障害学生用の大学入学準備イン

ターネット教材：手話及び字幕挿入を処理したファ

イルのインターネットを通じての提供。

（エ）肢体不自由学生のためのＩＣＴ活用教育システム

　・ パラダイス特殊教育用ソフトウェア：スイッチをは

じめとする入力補助装置が使える８種類のソフト

ウェアＣＤ－ＲＯＭ。

③ＩＣＴを活用した授業を活性化するための教師の役割

　ＩＣＴが障害のある子どもに直接有用性を持つのは事実

ではあるが、教師にＩＣＴと授業の内容を関連づける力が

なければ授業の十分な効果は期待できない。教師は、コン

ピュータやインターネットを自由に操作できる能力を持

ち、ソフトウェア等の操作も習得して、障害のある子ども

の多様性に配慮した柔軟な対応ができなければならない。

教師は単なる知識と情報の伝達者ではなく、学習者の多様

な学習活動を手伝う学習環境設計者であり、学習促進者と

しての役割を果たす必要がある。また、アシスティブ・テ

クノロジーについての知識・技能も必要である。






